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明細書発行の推進及び処方せん様式等の見直し 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１．明細書発行義務化の拡大について 

 

  現在、注射・投薬などの部ごとに費用のわかる領収証については、既

に全ての保険医療機関等について、無料での発行が義務付けられている

ところ。 

一方、詳細な個別の点数項目までわかる明細書については、電子媒体

又はオンラインによる診療報酬請求が義務付けられた保険医療機関につ

いて、患者から求めがあった場合の発行が義務付けられているところ。 

患者の待ち時間の増加や医療機関の負担増にも配慮しつつ、医療の透

明化や患者への情報提供の観点から、明細書の発行を積極的に推進して

いくこととする。 

 

２．電子化加算について 

 

平成 18 年度改定において、医療のＩＴ化を集中的に推進していく観点

から、平成 23 年３月末までの時限的措置として電子化加算が新設された

ところ。しかし、電子請求が義務化された保険医療機関はその算定対象

外となっている。 

このような状況を踏まえ、時限措置も含めた電子化加算そのものを一

旦廃止し、ＩＴ化が遅れていると考えられる診療所を対象としたＩＴ化

及び明細書発行推進の点数として、新たな点数を設定する。 

 

３．処方せん様式等の見直しについて 

 

   現在、処方せん及び調剤レセプトには、処方せんを発行した保険医療

機関の医療機関コード等が記載されていないことから、保険者において

調剤レセプトと医科レセプト（又は歯科レセプト）の突合に手間がかか
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っている状況にある。このため、これらの記載を加えることとする。 

 

第２ 具体的な内容 

 

 １．明細書発行義務化の拡大 

 

  (1) レセプト電子請求が義務づけられている保険医療機関等について 

レセプトの電子請求を行っている保険医療機関等が使用しているレ

セコンは、明細書発行機能が付与されているものが大半（注１）であ

り、また、検証部会の調査結果では明細書の発行は大半が無償で行わ

れていることから（注２）、明細書発行義務を拡大する基盤は整いつつ

ある。一方で、既存機器の改修等が必要な医療機関もあること等を考

慮しつつ、今般、患者から求めがあった場合に明細書を発行するとい

う現行の取扱いを改め、レセプトの電子請求を行っている保険医療機

関等については、以下に掲げる正当な理由のない限り、原則として明

細書を無料で発行することとする。 

その際、保険医療機関等においては、その旨を院内掲示等により明

示するとともに、明細書の発行を希望しない患者等への対応について

は、会計窓口に「明細書を希望しない場合は申し出て下さい」と掲示

すること等を通じて、その意向を的確に確認できるようにするものと

する。 

 

「正当な理由」の考え方（案） 

① 発行関係 

イ 明細書発行機能が付与されていないレセコンを使用

している保険医療機関等や、付与されていても画面の切

り替え等のために一定以上の時間を要するレセコンを

使用している保険医療機関等である場合 

ロ 自動入金機を活用しており、自動入金機で明細書発行

を行おうとした場合には、自動入金機の改修が必要な保

険医療機関等である場合 

② 費用徴収関係（実費徴収が認められる場合） 
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        上記①のイ又はロに該当する場合 

 

     「ＤＰＣに関する明細書」について 

ＤＰＣに関する明細書については、入院中に使用された

医薬品、行われた検査について、その名称を付記すること

を原則とする。 

 

  上記の正当な理由に該当する場合には、保険医療機関等はその旨及

び希望する患者には明細書を発行する旨を院内掲示で明示するととも

に、地方厚生局にその旨の届出を行うこととする。 

また、各保険医療機関等は、明細書発行の手続き、費用徴収の有無、

費用徴収を行う場合の金額について、院内に掲示するとともに、その

内容を地方厚生局に届け出るものとする。 

 

 （注１） 

    レセコンベンダへの聞き取り調査によれば、 

    ・ 医科ベンダ 20 社中、明細書発行に対応しているベンダは 19 社

（うち手間がかからず印刷可能なベンダは 11 社） 

    ・ 歯科ベンダ 16 社中、明細書発行に対応しているベンダは 16 社

（うち手間がかからず印刷可能なベンダは 14 社） 

    ・ 調剤ベンダ 20 社中、明細書発行に対応しているベンダは 14 社

（うち手間がかからず印刷可能なベンダは６社） 

     ※ 画面切り替えは、レセコンの仕様によるが、30 秒程度かかる

とのこと 

     

（注２） 

平成 21 年度の検証部会調査（「明細書発行の一部義務化の実施

状況調査」）によれば、明細書を発行している保険医療機関等の

71.0％が無料で明細書を発行しており、患者の 43.4％が無料であ

れば明細書発行を希望すると回答している。 

 

(2) レセプト電子請求が義務づけられていない保険医療機関等について 



4 

 

医療の透明化や患者への情報提供を積極的に推進していく必要があ

る一方で、これらの保険医療機関等は明細書を即時に発行する体制が

整っていないと考えられることを配慮して、当該保険医療機関等の明

細書発行に関する状況（明細書発行の有無、明細書発行の手続き、費

用徴収の有無、費用徴収を行う場合の金額）を院内に掲示することと

する。 

 

２．電子化加算の見直し 

 

  ＩＴ化が遅れていると考えられる診療所を対象としたＩＴ化及び明細

書発行推進の点数として、新たな点数を設定することとする。 

 

    明細書発行体制等加算 ○○○点 

 

[算定要件] 

(1) 診療所であること。 

(2) レセプトオンライン請求を行っていること。ただし、ＭＯなどの電子媒体

での請求でも可とする。 

(3) 明細書を無料で発行していること。その旨を領収証に記載し、院内掲示を

行っていること。 

 

現 行 改定案 

【電子化加算】（初診料に加算） 

３点 ○廃  

 

 

 

 【明細書発行体制等加算】 

（再診料に１月につき１回加算） 

○○○点  ○新  

 

３．処方せん様式等の見直しについて 

 

○新  
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   処方せん及び調剤レセプトに、以下の記載を加えることとする。なお、

経過措置期間を設け、平成 22 年９月までは従前の様式でも可とする。 

 

  (1) 都道府県番号（都道府県別の２桁の番号） 

  (2) 点数表番号（医科は１、歯科は３） 

  (3) 医療機関コード（医療機関別の７桁の番号） 

 

HHCGT
スタンプ


